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番号

0

221,121,958

784,325,854

596,555,665

181,217,117

不用額（千円）

翌年度繰越額（千円）

支出済歳出額（千円）

流用等増△減額（千円）

歳出予算現額（千円）

予備費使用額（千円）

前年度繰越額（千円）

563,203,896

538,404,214

574,600,473

511,789,021 444,067,221

総合･実績･事業

（ 当 初 ）

航空交通ネットワークを強化する 6-25評価方式

政策評価調書（個別票①-1）

歳出予算額（千円）

政策名

19年度 21年度

【政策ごとの予算額等】

＜0＞ ＜0＞

6,553,072

＜0＞

0

20年度

評価結果の予算要求等
への反映状況

○予算要求
　国際競争力の強化、地域活力の向上などの推進等に向けて、国際拠点空港の整備、既存ストックを活用した空港の高質化、航空
交通容量の拡大等を推進するために必要な経費を要求した。
（一般会計：平成22年度概算要求 120,507百万円［21年度予算 136,501百万円］）
（特別会計：平成22年度概算要求 323,560百万円［21年度予算 375,288百万円］）
○定員要求
航空交通量の増大が予想される中で、高い安全性を確保しつつ円滑かつ効率的な航空交通の形成を図るために必要な定員を要求し
た。
（定員要求： 50名）

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

（ 補 正 後 ）

-

-

22年度要求額

＜0＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1
社会資本整
備事業特別

空港整備

Ａ 2
社会資本整
備事業特別

空港整備

Ａ 3
社会資本整
備事業特別

空港整備

Ａ 4
社会資本整
備事業特別

空港整備

Ａ 5
社会資本整
備事業特別

空港整備

Ａ 6
社会資本整
備事業特別

空港整備

Ａ 7
社会資本整
備事業特別

空港整備

Ａ 8
社会資本整
備事業特別

空港整備

Ｂ 1
社会資本整
備事業特別

空港整備

Ｂ 2
社会資本整
備事業特別

空港整備

Ｂ 3 一般 国土交通本省

Ｂ 4 一般 国土交通本省

Ｂ 5 一般 国土交通本省

Ｂ 6 一般 国土交通本省

Ｂ 7 一般 国土交通本省

Ｂ 8 一般 国土交通本省

政策評価調書（個別票①-2）

【政策に含まれる事項の整理、棚卸し調書との照合】

航空機騒音対策事業資金貸付けに必要な経費

242,995,903

空港整備事業に必要な経費

項

空港整備事業費

政策評価結果等
による見直し額

政策名

航空機燃料税財源離島空港整備事業
費社会資本整備事業特別会計へ繰入

離島空港整備事業費社会資本整備事
業特別会計へ繰入

空港整備事業の財源の社会資本整備事業特別会計
空港整備勘定へ繰入れに必要な経費

69,372,686

4,686,000

737,000

航空機燃料税財源の空港整備事業に係る社会資本整備事
業特別会計空港整備勘定へ繰入れに必要な経費

合計

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表にお
いて○と
なっている

もの

対応表にお
いて◇と
なっている

もの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

航空機燃料税財源の空港整備事業に係る社会資本整備事
業特別会計空港整備勘定へ繰入れに必要な経費

航空交通ネットワークを強化する 6-25

整理番号

予　算　科　目

小計

航空機騒音対策事業資金貸付金

空港整備事業に必要な経費

収益回収公共事業資金貸付金償還金
一般会計へ繰入

航空機燃料税財源空港整備事業費社
会資本整備事業特別会計へ繰入

航空機燃料税財源の空港整備事業に係る社会資本整備事
業特別会計空港整備勘定へ繰入れに必要な経費

一般会計へ繰入れに必要な経費

北海道空港整備事業費社会資本整備
事業特別会計へ繰入

空港整備事業の財源の社会資本整備事業特別会計
空港整備勘定へ繰入れに必要な経費

国債整理基金特別会計へ繰入れに必要な経費

空港整備事業費社会資本整備事業特
別会計へ繰入

空港整備事業の財源の社会資本整備事業特別会計
空港整備勘定へ繰入れに必要な経費

国債整理基金特別会計へ繰入

21年度
当初予算額

209,246,752

小計

航空機燃料税財源北海道空港整備事
業費社会資本整備事業特別会計へ繰
入

事項

小計

小計

3,457,000

614,000

134,492

268,793,118

2,616,534

103,878,369

57,634,314

511,789,021

22年度
要求額

160,158,281

29,980

216,874,579

227,192,642

2,616,534

65,349,110

5,178,000

333,000

3,223,000

236,000

104,069,108

444,067,221

46,187,890

航空路整備事業費 航空路整備事業に必要な経費 30,241,048 23,646,527

北海道空港整備事業費 空港整備事業に必要な経費 8,991,590 9,378,068

離島空港整備事業費 681,979 85,235

離島空港整備事業費 奄美群島空港整備事業に必要な経費 655,199 470,174

沖縄空港整備事業費 空港整備事業に必要な経費 9,842,058 7,106,314

関西国際空港株式会社補給金 関西国際空港株式会社に対する補給金に必要な経費 9,000,000 16,000,000
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 6-25

21年度
当初
予算額

22年度
要求額

増減

うち政策評価
結果の反映に
よる見直し額

（B)

うち執行状況
の反映による
見直し額
（C)

該当なし

合計

政策評価調書（個別票①-3）

政策名 航空交通ネットワークを強化する

政策評価結果又は執行状況の要求への反映内容

予算額（千円）

見直し額（A)

（B)+（C)-重
複

事務事業名 整理番号
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単位 基準値 目標値

（年度） 18年度 19年度 20年度 （年度）

万回 49.6 49.6 50.3 50.3

（首都圏）

17年度

％ 0.4 0.36 0.31 － 約１割削減

海里 18,266,438 － 17,957,170 －

18年度

23年度

万回 49.6 49.6 50.3 50.3

（首都圏）

17年度

政策に関する評価結
果の概要と達成すべ

き目標等

（必要性）
　今後の航空需要の動向等を踏まえ、国際競争力の強化、地域活力の向上などの推進等に向けて、国際拠点空港の整備
や既存ストックを活用した空港の高質化、利便性の向上を引き続き推進する必要がある。また、交通量の急増が予想さ
れるアジア太平洋地域において航空交通容量の拡大を図り、国際需要に適切に対応していく必要がある。
　また、地震災害時に、空港が災害復旧支援、航空ネットワークの維持、背後圏経済活動の継続性確保など様々な役割
を果たすことが出来るよう、基本施設等の耐震性の向上を推進する必要がある。
さらに、空港周辺における航空機騒音による障害発生に関し、当該障害を防止し、又は軽減するための工事を住宅等に
実施し、空港周辺における生活環境の改善を図る必要がある。

(反映の方向性）
　今後の航空需要の動向等を踏まえ、国際競争力の強化、地域活力の向上などの推進等に向けて、国際拠点空港の整
備、既存ストックを活用した空港の高質化、航空交通容量の拡大等を推進し、引き続き航空交通ネットワークの強化を
図る。
　また、航空における安全・安心の確保のため、空港の耐震性向上、滑走路誤進入対策を引き続き実施する。

（効率性）
　ターミナル諸施設の利便性の向上など既存ストックを活用した空港の高質化等により、効率的な取組を実施し、併せ
て、高い安全性を確保しつつ、円滑かつ効率的な航空交通の形成を図るため、航空保安システムの整備等を推進する
また、空港整備事業及び航空路整備事業にあたっては、「国土交通省所管公共事業の事業評価実施要領」に基づき個別
に事業の実施効果の分析を行っており、効率性の検証を行った上で、対処方針を決定している。

18年度比2%
短縮

指標名

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

達成目標・指標の
設定根拠・考え方

実　績　値

航空交通
ネットワー
クを強化
する

政策名

政策の概要

政策評価調書（個別票②）　（政策評価書要旨）

評価実施時期：平成２１年８月 担当部局名：航空局

高速交通手段の中でも航空は、今後も引き続き需要の増大が予想されることから、国際競争力の強化、地域活力の向上
などの推進等に向けて、国際拠点空港の整備、既存ストックを活用した空港の高質化、航空交通容量の拡大等を推進
し、航空交通ネットワークの強化を図る。

航空交通ネットワークを強化する 6-25番号

国内航空
ネットワー
クの強化
割合
（①大都
市圏拠点
空港の空
港容量の
増加、②
国内線の
自空港気
象（台風
除く）によ
る欠航率、
③総主要
飛行経路
延長）

24年度

（有効性）
　大都市圏拠点空港の容量の増加に向けた空港整備事業等は、事業が完了するまでの間は指標が横ばい状態で推移して
いくが、着実に整備事業が目標値に向け進んでいる。また、航空保安システムの整備等を推進してきた結果、総主要飛
行経路長の短縮が図られ、ヒトとモノの流れの増大に向けての対応が順調に進んでいると評価する。
　航空機騒音に係る環境基準の達成を図るための防音工事等については、広報誌やホームページ等を通じて補助制度の
周知を図るなどの取り組みにより、目標値までの数値を着実に伸ばしており、空港周辺において環境改善が実現でき
た。

達成目標

①羽田、成田両空港の
整備により見込まれる大
都市圏拠点空港（首都圏
空港）の空港容量の増加
（成田：約２万回、羽田：
昼間約１１万回、深夜早
朝約４万回）を目標とし
た。
②国内線の自空港気象
（台風除く）による欠航率
（平成１５～１７年度平均）
を平成２４年度には約１
割削減することを目標と
した。
③平成２３年度までに国
内の合計７５路線をＲＮＡ
Ｖ化した場合の総飛行経
路長の短縮率を目標とし
た。

17年度比約
17万回増
（首都圏）

22年度以
降、安全性
を確保した
上で段階的
に

15～17年度
平均

（総合的評価）
　航空機騒音に係る環境基準については、堅実に成果が上がっており、継続的な取組みにより達成率の向上を目指す。
また、大都市圏拠点空港の容量の増加に向けた空港整備等を着実に進めており、事業が完了するまでの間は指標が横ば
い状態にある。
空港の耐震性向上については、現在、基本施設等の耐震性調査を進めているほか、一部の空港において対策を実施中で
あり、今後、空港毎の耐震対策が完了していけば指標の実績値が向上するなど、全体的に施策目標の達成に向け順調な
推移を示しており、引き続き目標達成に向け関連する施策を行うことが必要である。

【評価結果の概要】

国際航空
ネットワー
クの強化
割合

羽田、成田両空港の整
備により見込まれる大都
市圏拠点空港（首都圏空
港）の空港容量の増加
（成田：約２万回、羽田：
昼間約１１万回、深夜早
朝約４万回）を目標とし
た。

22年度以
降、安全性
を確保した
上で段階的
に

17年度比約
17万回増
（首都圏）
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％ 94.7 94.7 94.7 94.8 95.0

18年度 23年度

割 約４ 約４ 約４ 約４ 約７

18年度 24年度

1.1 － 1.1 1.4 約半減

(0.51) (2.04) (1.53)

関係する施政方針演
説等内閣の重要政策
（主なもの）

年月日

社会資本整備重点計画

記載事項（抜粋）

国内航空ネットワークの強化割合【①大都市圏拠点空港の空港容量の増加『平成17
年度比約17万回増（首都圏）（22年度以降、安全性を確保した上で段階的に）』
『②国内線の自空港気象（台風除く）による欠航率　0.40%（H15～H17年度平均
値）→約１割削減（H24年度）』『③総主要飛行経路延長　18,266,438海里（H18年
度）→H18年度比2%短縮（H23年度）』】

国際航空ネットワークの強化割合【大都市圏拠点空港の空港容量の増加『平成17年
度比約17万回増（首都圏）（22年度以降、安全性を確保した上で段階的に）】
地震時に緊急物資輸送など防災拠点としての機能を有する空港から一定範囲に居住
する人口の割合【約4割（H18年度→約7割（H24年度）】

管制空港における１００万発着回数当たりの航空機の滑走路誤進入に係る重大イン
シデント発生件数【1.1/100万回発着回数（H15～H19年度平均）→約半減（H20～
H24年度平均）】

施政方針演説等

平成21年3月31日

地震時の緊急物資輸送
等を円滑に行うため、空
港の耐震性向上を進め
ることにより、防災拠点と
しての機能を有する空港
から１００ｋｍ圏内に居住
する人口の割合を高め
る。

航空機騒音に係る環境
基準を達成していない空
港について、周辺住民の
生活環境改善のため、民
家防音工事を促進するこ
とにより環境基準の屋内
達成率の向上を図る。目
標値については現状及
び近年の推移を踏まえ
設定。将来的に１００パー
セントを目指す。

航空機騒
音に係る
環境基準
の屋内達
成率

地震時に
緊急物資
輸送など
防災拠点
としての機
能を有す
る空港か
ら一定範
囲に居住
する人口
の割合

管制空港
における１
００万発着
回数当た
りの航空
機の滑走
路誤進入
に係る重
大インシ
デント発生
件数

地上走行航空機の監視
能力の向上や視覚的支
援等、管制官やパイロッ
トに対する各種支援シス
テム等を段階的に充実
強化することにより、滑走
路誤進入に係る重大イン
シデントの発生件数を約
半減させることを目標とし
た。

15～19年度
平均

※（）内は単
年度実績

件／100万
発着回数

20～24年度
平均
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